
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法-最終仕入原価法による原価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･有形固定資産(ﾘｰｽ資産を除く)
    平成19年3月31日以前に取得したもの-旧定額法
    平成19年4月 1日以降に取得したもの-定額法
  ･無形固定資産(ﾘｰｽ資産を除く)-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡
(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金-岩手県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額の
うち法人の負担額に相当する金額を計上している｡
　・徴収不能引当金-金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものは、当該徴収不能の見込み額を計上す
るとしているが、当期は重要性が低いと判断して計上していない。
(4)消費税等の会計処理
  ･消費税等の会計処理は､税込方式によっている｡

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである｡
(1)社会福祉施設職員等退職手当共済制度
 ･正規職員について､独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入し
ている｡
(2)民間退職共済制度
 ･正規職員について､社会福祉法人岩手県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している｡

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式､第2号第1様式､第3号第1様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式､第2号第2様式､第3号第2様式)
　　当法人では､社会福祉事業のみのため作成を省略している。
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
    当法人では､公益事業について社会福祉事業に含めて処理している｡
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
   当法人では､収益事業を実施していないため作成していない｡  
(6)各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容
 ｱ ﾙﾝﾋﾞﾆｰ苑(社会福祉事業)
   ｢法人本部｣
   ｢障害者支援施設ルンビニー苑｣
   ｢生活介護事業所ルンビニー苑｣
   ｢障害者(児)短期入所事業所｣
 ｲ 地域生活支援ｾﾝﾀｰしおん(社会福祉事業)
   ｢共同生活事業所しおん」
   ｢放課後等デイサービス事業所ルンビニー学園｣
   ｢光林会日中一時支援事業所｣
   ｢相談支援事業所しおん｣
   ｢障害児相談支援事業所しおん｣
   ｢移動支援事業所しおん｣
　「自立生活援助事業しおん」
 ｳ 就労支援ｾﾝﾀｰﾙﾝﾋﾞﾆｰ(社会福祉事業)
   ｢就労継続支援Ｂ型事業所｣
   ｢るんびにい美術館｣

計算書類に対する注記(法人全体用)



 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
　土地（基本財産）  3,258,000円
　建物（基本財産）339,667,540円
　　　　計　　　　342,925,540円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　設備資金借入金（一年以内返済予定額を含む）2,794,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

(１)リース取引関係
　　ファイナンス・リース取引
　　　ア　有形リース資産の内容
　　　　　印刷機（器具及び備品）である。

(２)前払費用の内訳
(単位:円)

長期前払費用からの振替額 390,287 390,287
貸借対照表計上額 390,287 390,287

0 1,295,154

当年度末 前年度末
支払資金の範囲に含まれる前払費用 0 0

未収補助金 7,246,820 0 7,246,820

合計 103,493,289 0 103,493,289
立替金 1,295,154

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 94,951,315 0 94,951,315

小計 217,609,029 176,739,599 40,869,430
合計 1,340,975,320 835,147,247 505,828,073

器具及び備品 83,147,673 67,967,283 15,180,390
有形リース資産 3,769,920 3,141,600 628,320

機械及び装置 7,074,718 4,322,219 2,752,499
車輌運搬具 40,624,412 37,045,193 3,579,219

建物 27,183,617 24,587,405 2,596,212
構築物 55,808,689 39,675,899 16,132,790

小計 1,123,366,291 658,407,648 464,958,643
その他の固定資産

基本財産
建物 1,123,366,291 658,407,648 464,958,643

合計 522,383,805 5,543,366 29,901,042

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

498,026,129

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地 33,067,486 0 0 33,067,486
建物 489,316,319 5,543,366 29,901,042 464,958,643




